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  平成 23年度 11月補正予算案のポイント 
  
 《補正予算案の特色》  
  ◇ 切れ目のない経済対策の実施 
    県内経済の下支えと雇用確保のため、国の第３次補正予算を最大限活用し、約98億円の事

業規模で「緊急経済活性化対策」を強力に推進（９月補正との事業規模合計は約157億円）  
  ◇ 栄村の復興支援 

    栄村の復興に向けた基金の設置や被災施設の復旧支援など、栄村の復興を最大限支援 
  
 ○長野県緊急経済活性化対策の実施 
   ・県民生活の安全・安心の確保のために、県有施設の耐震改修、防災行政無線の更新、交通安全

施設、老人福祉施設の整備の前倒しを行うとともに、道路や砂防･治山施設など防災・減災につ
ながる補助公共事業等を最大限計上します。  

     〔県有施設の耐震対策〕災害時の指揮･情報伝達の拠点となる合同庁舎や避難所となる高等学校な   
                どの耐震改修を前倒し（改修工事 ４施設６棟、実施設計 12施設16棟） 
                ・上田・伊那・大町の合同庁舎など優先度の高い施設の設計に着手 
                ・今年度中に耐震評価値0.6未満の全ての施設の改修に着手 
                ・平成24年度中に全ての要援護者施設の耐震改修を完了予定  
      〔防災行政無線の更新〕無線通信装置５か所の整備により県機関を結ぶ無線設備の更新が完了  
     〔交通安全施設の整備〕災害時の停電に備え発電機を整備するとともに信号機のＬＥＤ化を推進 

                （大規模な交差点を中心に発電機105基、ＬＥＤ化31か所）  
     〔老人福祉施設の整備〕入所待機者の早期解消のため特別養護老人ホームを整備(定員38人増)  
     〔補助公共・直轄事業〕国の補正予算を最大限活用し防災･減災につながる事業を実施(59億円) 
 
     〔事業発注の前倒し〕道路の区画線や横断歩道などの補修の早期実施により安全の確保を図る 
                 とともに切れ目なく受注機会を提供（約３億円の債務負担行為を設定）   
   ・生活困窮者等の早期発見、支援充実と居場所づくりのため、民間支援団体に助成します。   
   ・緊急雇用創出基金、地域医療再生基金、森林整備加速化・林業再生基金の積増しを行い、雇用

の確保、地域医療の再生、森林整備などの事業を実施していきます。 
     

 ○栄村の復興支援 
   ・「長野県栄村復興基金｣(10億円)を設置して復興に向けた取組をきめ細かに支援します。   
   ・長野県北部の地震により被災した農林業者の生産活動を支援するほか、地元の木材利用を促進す

るための施設整備に助成するなど、栄村の復興に向けて引き続き積極的に取り組みます。 
            

 ○その他 
   ・「社会保障懇話会｣を設置し、安心できる暮らしの実現のため、現場の視点で社会保障のあり方を

検討します。 
 

  ◎ 補正予算額    ３３３億６９１１万２千円（会計間の重複を調整）   
   うち緊急経済活性化対策分  ３２２億３７０９万４千円     
    ・事 業 実 施 分    ７３億５２７５万７千円（事業規模９８億１４７２万５千円）   
     〔９月補正からの累計〕 〔１３１億１６０１万円〕        〔１５６億９４０５万２千円〕 
 

   （内訳）  
会  計  区  分 11 月 補 正 予 算 案 

一 般 会 計 
（債務負担行為） 

    ３３３億５４６２万２千円  
 （１５億３８２５万７千円） 

県営林経営費特別会計           ３０００万円  

平成23年（2011年）11月18日 
総務部財政課財政企画係 
（課長)奥田 隆則 (担当)小池 広益 
電話:026-235-7039（直通） 

:026-232-0111(代表） 内線2053 
FAX:026-235-7475 
E-mail:zaisei@pref.nagano.lg.jp 
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■  長野県緊急経済活性化対策の実施 
 
 
＜顕在化した社会課題・ニーズへの対応＞ 

 

 ○県民生活の安全・安心の確保 

 

   県有施設の耐震対策  ２億９９０５万６千円              ＜建設部＞   

    災害時の指揮・情報伝達の拠点となる合同庁舎（上田、伊那、大町）や避難所となる高等

学校など耐震対策を優先すべき施設の改修工事、設計を前倒し 

    ・改修工事 ４施設６棟、実施設計 12施設16棟 

 
 

    防災行政無線の更新  ２億５８８９万３千円            ＜危機管理部＞ 

    災害時の情報伝達を迅速・確実に行う安定した通信手段を確保するため、県機関を結ぶ防

災行政無線設備の更新を前倒し 

    ・無線通信装置の更新 ５か所 

 
 

   交通安全施設の整備  １億４０００万８千円             ＜警察本部＞ 

   災害時の停電に備えて交通量の多い主要交差点信号機に自動発動発電機等を整備するとと

もに、節電対策として消費電力量が大きい交差点信号機のＬＥＤ化を推進 

    ・発電機の整備（固定式５基、可搬式100台）、信号機のＬＥＤ化31交差点 

 
 

   老人福祉施設の整備  １億２９８２万３千円            ＜健康福祉部＞ 

    入所待機者の早期解消を図るため、社会福祉法人が行う特別養護老人ホームの整備に対し

て助成（定員38人増） 
 
 

    補助公共事業費   ５８億２１６６万４千円      ＜建設部・林務部・農政部＞ 

    直轄事業負担金    １億 ９８３万７千円              ＜林務部＞ 

    国の第３次補正予算を最大限に活用して、災害時の緊急輸送路となる道路や砂防・治山施

設の整備、農地の地すべり対策など防災・減災につながる事業を重点的に実施 
 
  

    県単独事業費  （債務負担行為３億１０００万円）       ＜建設部・警察本部＞ 

    平成 24年度に実施する道路の区画線や横断歩道など補修事業の発注の前倒しを行い、補修

の早期実施により安全の確保を図るとともに切れ目なく受注機会を提供 
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 ○社会的弱者への支援 
 

 新 生活困窮者の「絆」再生への支援  ５００万円           ＜健康福祉部＞ 

    生活困窮者等が社会から孤立しないよう相談活動や安心して過ごせる居場所づくりなど生

活の自立に向けた支援を実施するＮＰＯ等の民間支援団体に対して助成 

 

 ○雇用の創出・確保 
 

   緊急雇用創出基金による取組  ２６億円              ＜商工労働部＞ 

    震災や円高の影響により離職を余儀なくされた方々の生活の安定に向けて雇用の場を確保

するために緊急雇用創出基金を積増し     

  

 

  ＜将来の経済成長への布石＞ 
 

    地域医療再生基金による取組  ９１億６０８１万３千円       ＜健康福祉部＞ 

    地域医療機関の機能強化など県単位の医療提供体制の課題を解決するため、地域医療再生

基金を積み増して、地域医療再生計画に基づき事業を実施 

     ・地域医療再生基金の積増し  ８６億２３３万７千円 

     ・救急・がん医療の充実強化、人材確保・地域医療連携事業の実施 ５億５８４７万６千円 

 

   森林整備加速化・林業再生基金による取組  １３６億８２００万円    ＜林務部＞ 

   間伐の推進や作業道整備、林業機械導入などによる健全な森林づくりと県内林業・木材産

業の活性化を図るために森林整備加速化・林業再生基金を積増し 

 

 

■ 栄村の復興支援 
   

 新 栄村復興基金の設置  １０億円                    ＜総務部＞  

    長野県北部の地震による災害からの復興を図る「長野県栄村復興基金」を新たに設置し、

栄村の復興に向けた取組をきめ細かに支援  

 

  新 農林業者の生産活動への支援  ５５４３万８千円        ＜農政部・林務部＞ 

    長野県北部の地震により被災したきのこ生産者の経営再建に必要な生産資材の購入や被災

した農産物等の処理加工施設の復旧等を支援 

 

  新 木材加工流通施設の整備  １０００万円                ＜林務部＞ 

    栄村の住宅再建において、地元の木材利用を促進し地域木材産業の活性化を図るため、木

材製品保管施設の整備に助成 

 



- 4 - 

 
 
■ その他 

 

  新 現場の視点でとらえた社会保障懇話会の設置  ３３万７千円     ＜健康福祉部＞ 

    国における社会保障と税の一体改革について、現場の視点から社会保障のあり方を検討す

る懇話会を設置 

 

    中高一貫校設置のための施設整備  （債務負担行為９８２４万４千円）＜教育委員会＞ 

    諏訪清陵高等学校に併設する中学校施設の実施設計などに着手  

     平成 26年４月開校予定 １学年２学級  

 

    指定管理者の指定に伴う債務負担行為設定  （債務負担行為１１億３００１万３千円） 

    複数年度にわたって指定管理者を指定する17施設の指定管理料について債務負担行為を

設定 

 

  

   ○経済対策関連基金の積立て 
 

基  金  名 11 月 補 正 積 立 額 部 局 名 

地域医療再生基金 ８６億２３３万７千円 健康福祉部 

緊急雇用創出基金 ２６億円 商工労働部 

森林整備加速化・林業再生基金 １３６億８２００万円 林務部 

合      計 ２４８億８４３３万７千円  

 

 

 


